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　抄　録　現在，リーチサイト問題への立法対応が取り沙汰されている。日本では，インターネット
上のコンテンツにリンクを張る行為は本来，著作権法違反とならないと捉えられているため，リーチ
サイトへの対応が問題となる。しかし，欧州では，必ずしもそのように捉えられてはおらず，欧州司
法裁判所は，2016年９月８日にリンクを張る行為を違法とする判決を出した。本稿では当該判決を解
説するとともに，リーチサイトについて欧州の法体系ではどのように考えられているのか，日本との
違いを検討し，リーチサイト対策を考える。
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1 ．	はじめに

知財戦略本部が公表する「知的財産推進計画
2016２）」は，デジタル・ネットワーク時代の知 ＊ 弁護士・弁理士　Tomoko INABA

［欧州］「リーチサイト」問題
──リンクは著作権侵害か，日本・欧州の比較──

井 奈 波 　 朋 　 子＊

海外注目判決：No.28

的財産権に対する侵害対策の一つとして，リー
チサイト対策を検討課題としている。リーチサ
イトについては，以下で紹介するように種々の
論点があるが，欧州司法裁判所（Court of 
Justice of the European Union，以下，CJEU
という）は2016年９月８日にリンクを張る行為
を著作権侵害とする判決を出した。本稿では，
CJEUがどのような理由に基づき著作権侵害と
判断したかを検討し，日本と欧州での法体系の
違いを考察した上で，リーチサイトへの対応を
検討する。

1．1　リーチサイトとは

「知的財産推進計画2016」によれば，「リーチ
サイト」とは，「消費者を侵害コンテンツに誘
導するためのリンクを集めて掲載するサイト」
と定義される。リーチサイトの特徴は，ウェブ

Court of Justice of the European Union, 2016年９月８日判決
GS Media BV v. Sanoma Media Netherlands BV他１）, No. Case C -160/15
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サイト自体に違法コンテンツを掲載せず，別の
ウェブサイトにアップロードされた違法コンテ
ンツやそのウェブサイトに誘導するリンクを集
めて掲載していることにある。リーチサイトが
誘導する先にあるウェブサイトでは，ゲーム，
漫画，動画などが権利者の許諾なくアップロー
ドされ，ストリーミング再生やダウンロードが
可能な状態となっている。リーチサイトでは，
網羅的・体系的にこれら侵害コンテンツへのリ
ンクが掲載されていることが多く，侵害コンテ
ンツが掲載されたウェブサイトにユーザを誘導
しているだけとはいえ，著作権侵害を助長して
いる。リーチサイトの収入源は，広告収入であ
るといわれている。

1．2　リーチサイトの類型３）

リーチサイトには，サイト型とアプリ型の類
型がある。以下，それぞれの類型とリンク先の
状況について説明する。

（1）サイト型　
サイト型は，違法にアップロードされた著作
物等へのリンク情報をウェブサイトに掲載し
て，ユーザを当該著作物等へ誘導する行為類型
（いわゆる「リーチサイト」の類型）である。

（2）アプリ型
アプリ型は，アプリケーションソフトを介し
て，違法にアップロードされた著作物等へのリ
ンク情報を提供して，ユーザを当該著作物等へ
誘導する行為類型（いわゆる「リーチアプリ」
の類型）である。
アプリ型には，アプリ内にリンク情報が埋め
込まれているタイプ（情報埋め込み型）と，ア
プリ内にはリンク情報がなく，アプリを起動後
に外部のサーバーに蔵置されたリンク情報を取
得するタイプ（外部情報取得型）があり，これ
にはアプリ提供者がリンク情報を取得するタイ

プとアプリ提供者以外がリンク情報を取得する
タイプがある。後者は外部の検索エンジンを使
用させ，検索結果が示されることによってリン
クを取得する。

（3）リンク先の状況
違法にアップロードされた著作物等が保存さ

れているリンク先のウェブサイトはストレージ
サイトと呼ばれ，リーチサイトやリーチアプリ
にはそのウェブサイトへのリンク情報が掲載さ
れている。ストレージサイトには，ストレージ
サイトにアクセスしたユーザに対してダウンロ
ード形式で著作物等を提供している場合とスト
リーミング形式で著作物等を提供している場合
がある。

1．3　現行法上の問題点

ここで，現行の著作権法の枠組で，リーチサ
イトを取締ることはできないのかという疑問が
生じる。
まず，リンクを張る行為は，HTMLでリンク

先URLを記述し，ネットワーク上に存在する別
のウェブサイトやコンテンツの場所を表示する
に過ぎない。したがって，著作物を有形的に再
製しているわけではないから複製権侵害に該当
せず，公衆送信や送信可能化もしていないから
公衆送信権侵害・送信可能化権侵害にも該当し
ない４）。リーチサイト自体は，リンクを集めた
ウェブサイトであるから，やはり著作物の複製
も公衆送信ないし送信可能化も行っていない５）。
したがって，リーチサイト自体には，直接的な
著作権侵害行為がなく，現行法では，著作権侵
害を理由とする法的措置が困難である。
著作権侵害に該当するかどうかが明確でない

ことにより，権利者が，リーチサイトに対して
削除請求を行っても対応してもらえない，また，
検索エンジン提供者に対して検索結果からの非
表示化を要請しても対応してもらえないという
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問題が指摘されている。さらに，リーチサイト
が海外に設置されたサーバーに置かれているケ
ースも多く，日本の司法制度の枠内での解決が
困難なことも，権利者による対応の障害となっ
ている６）。
なお，著作権法112条の差止請求権を著作権

の直接侵害者ではない幇助者にも適用すること
を前提として，現行著作権法上の枠組でリーチ
サイト問題に対応しうる可能性も指摘されてい
る７）。問題は，何に対する幇助かである。一つは，
リーチサイトを利用してユーザがコンテンツを
ダウンロードすれば，コンテンツによってはユ
ーザに複製権侵害が成立する場合があるので
（著作権法30条１項３号），その場合に，ユーザ
の違法複製を容易にしたという理由で，複製権
侵害を幇助したと捉える。もう一つは，リーチ
サイトが提供しているリンク先のウェブサイト
では，著作物を違法に公衆送信することになる
ので，違法な公衆送信を容易にしたとして，公
衆送信権侵害を幇助したと捉える。いずれも，
それぞれ，確かに違法複製および違法公衆送信
を容易にしているといえそうである。
しかし，疑問がないわけではない。まず，そ
もそもリーチサイトがなかったとしても，複製
や公衆送信は行われるはずである。また，この
ような前提でリーチサイトを取締るには，正犯
と幇助犯の存在を明らかにしなければならな
い。しかも，差止請求権を定める著作権法112
条が幇助者にも適用または類推適用されるか，
されるとしてもその要件は何かという点で解釈
が分かれている。
上記のとおり，リーチサイトに対して現行法
の枠組による解決を試みる分析は見るべきもの
があるが，著作権侵害に該当することの明確性
にはやはり疑義が生じてしまうため，立法措置
を講じることができれば，実効性確保の上で望
ましい８）。

2 ．	リンクに関する欧州司法裁判所判決

同様の問題に対して，欧州ではどのように対
処しているか。リーチサイトというかどうかは
別として，欧州でも，他のウェブサイトにアッ
プロードされているコンテンツに誘導するリン
クをウェブサイトに掲載する行為の適法性が，
問題とされている。
欧州では，2001年の情報社会における著作権
および関連権の一定の側面のハーモナイゼーシ
ョンに関する欧州議会及び理事会の指令（以下
「情報社会指令」という）９）において，EU構成
国の著作権法の基本となる部分を調和させてい
る。情報社会指令３条１項10）は，著作者が著作
物の公衆伝達（communication to the public）
を許諾または禁止する権利を構成国が定めるこ
とを規定している。しかし，情報社会指令は，
公衆伝達の定義を規定していない。ただし，公
衆のそれぞれが，その選択する場所および時間
において著作物の利用が可能となる状態に置く
こと（making available to the public）を含む
ことは，同条項内に明記されている。なお，情
報社会指令における公衆伝達は，著作権に関す
る世界知的所有権機関条約11）（以下，WIPO著
作権条約）８条に由来するとされる。しかし，
同条約にも公衆伝達の定義はない。
そこで，いかなる行為が公衆伝達行為に該当
するのか，特に，著作物に対してリンクを張る
行為が公衆伝達行為に該当するのかが問題とな
り，これまでCJEUは，先決問題として扱って
きた。以下，この点が問題となったCJEUの判
決を紹介する。

2．1　従前の判決（Svensson事件）12）

（1）事案の概要
原告であるSvenssonらジャーナリストは新

聞記事を執筆し，記事は新聞紙とその新聞社の
ウェブサイトに掲載された。被告Retriever 
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Sverige ABは，他のウェブサイト上に掲載さ
れた記事へクリックして移動できるリンク集を
顧客に提供するウェブサイトを開設していた。
一般ユーザが，新聞社のウェブサイトにある問
題の新聞記事へ，自由にアクセスできることは
争いがない。
原告らは，被告が，原告らの許諾なく顧客に

記事を利用可能にしたと主張し，損害賠償を求
めてストックホルム地方裁判所に訴えを提起し
た。裁判所は，訴えを認めなかったため，原告
らが控訴したところ，控訴審が，先決問題を
CJEUに付託した。

（2）先決問題
CJEUに付託された先決問題は，４点である

（判決13項）。①著作物の著作者以外の者がイン
ターネット上の著作物へクリックして移動でき
るリンクを提供することは，情報社会指令３条
１項の公衆伝達を構成するか。先決問題①に関
連して，②誰もが制限なくアクセスできるウェ
ブサイト上にある著作物にリンクを張るか，反
対に，アクセスが制限されている著作物にリン
クを張るかによって①の問題は影響を受ける
か。先決問題①を検討するにつき，③著作物が
ユーザによるリンクによって他のウェブサイト
上に表示されるか，同じウェブサイト上に表示
されるような印象を与えるかによって，区別す
べきか。④構成国は，公衆伝達の概念について，
情報社会指令よりも広い概念を含むことを規定
することにより，著作者の排他的権利をより広
く保護することができるか。

（3）判決要旨
CJEUは，先決問題①ないし③についてまと
めて判断し，①の行為は公衆伝達に該当しない
と判断した。なお，先決問題④は否定的に判断
した。
本判決（16項～21項）は，公衆伝達概念を次

のように捉えている。公衆伝達概念は，重畳的
な２要素，つまり，著作物への「伝達行為」お
よび著作物の「公衆」への伝達から構成される。
これらの要素の第１点，つまり，「伝達行為」は，
広く解釈されねばならない。これは，情報社会
指令前文４項および９項に従って，著作権者に
対し高水準の保護を保証するためである。本件
において，あるウェブサイト上で，他のウェブ
サイト上にアクセス制限なく提供された保護さ
れた著作物へクリックして移動できるリンクを
提供する行為は，リンクを提供するウェブサイ
トのユーザに対し，当該著作物への直接のアク
セスを提供するものである。ところで，情報社
会指令３条１項の「伝達行為」があるといえる
ためには，特に，公衆が，この可能性の利用の
有無にかかわらずアクセスできるよう，著作物
が公衆に利用可能となれば，十分である。した
がって，本件のような状況においては，保護さ
れた著作物にクリックして移動できるリンクを
提供することは，「利用可能となる状態に置く」
ことになり，したがって，上記規定における「伝
達」行為に該当する。上記の第２の要素，つま
り「公衆」とは，本規定では，潜在的な不特定
数の名宛人でかつ，多数の者を対象としている。
上記の基準に従って，本判決（22項～28項）は，

リンクを張る行為であっても公衆伝達に該当し
うることを前提に，リンクの提供が当初想定さ
れた公衆を対象とするものに止まれば，次のよ
うな理由で，「公衆」伝達ではないとの結論を
導いた。すなわち，「クリックできるリンクの
方法で，ウェブサイト管理者によって行われる
伝達行為は，そのウェブサイトの潜在的ユーザ
全体を対象とするが，それは不特定かつ十分に
多数の名宛人である。そこで，ウェブサイト管
理者は公衆伝達を行っていると考えられる。判
例によれば，情報社会指令３条１項の公衆伝達
の概念を適用するには，さらに，伝達が，新た
な公衆に向けられることが必要である。つまり，
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著作権者が公衆に最初の伝達をしたときに，当
該著作権者によって想定されなかった公衆であ
る。本件において，リンクで問題の著作物を利
用可能とすることは，新たな公衆に問題の著作
物を伝達するように仕向けるものではない。実
際，最初の伝達の対象となる公衆は，ウェブサ
イトの潜在的訪問者の全体であった。なぜなら，
そのウェブサイト上の著作物へのアクセスは，
何ら制限手段が施されず，すべてのインターネ
ットユーザが自由にアクセスし得たからであ
る。これらの条件において，リンクによって問
題の著作物が伝達されていた他のウェブサイト
のユーザ全体が，最初に伝達されたこれら著作
物に，当該ウェブサイト管理者の関与なくして，
直接アクセスできたならば，後者によって管理
されたウェブサイトのユーザは，最初の伝達の
潜在的名宛人とみなされ，したがって，著作権
者が最初の伝達を許諾した際，著作権者によっ
て考慮されている公衆となる。このように新た
な公衆は存在しないので，本件の公衆伝達に著
作権者の許諾は要しない。」
以上の理由により，判決は，他のウェブサイ

ト上で自由に提供された著作物に移動できるリ
ンクをウェブサイトで提供することは，公衆伝
達を構成しないと判断した。保護された著作物
へ移動できるリンクを提供することは，利用可
能にする行為と評価されるが，著作物は新たな
公衆に利用可能とされるわけではないから，公
衆伝達に該当しないということである。
なお，その後のBestWater事件13）は，他のウ
ェブサイトに埋め込まれているように表示され
るリンクを設置する行為について，公衆伝達に
該当しないと判断している。

2．2　本件判決（GS Media事件）14）

本判決は，Svensson事件と異なり，インタ
ーネット上に違法に利用可能とされた著作物に
対しリンクを張る行為について，違法と判断し

たものである。

（1）事案の概要
雑誌Playboyを出版するオランダ法人Sanoma
社は，2011年12月発売のPlayboyに掲載予定の
写真が同年10月にインターネットに掲載されて
いることを発見した。問題の写真は，写真家か
らSanoma社に利用権を排他的に譲渡されたの
で，Sanoma社が著作権を有する。写真は
Filefactoryというオーストラリアに存在するウ
ェブサイトに違法に掲載されていたが，GS 
Media社は，その運営するウェブサイト
GeenStijlで問題の写真にリンクを張り，オース
トラリアの当該ウェブサイトにユーザをアクセ
スできるようにしていた。Sanoma社は，GS 
Media社に対して，リンクを外すように要求し
たが，GS Media社はそれに従わなかった。そ
こで，Sanoma社は，リンクを張ったことによ
り写真の著作権を侵害したとして，アムステル
ダムの裁判所に訴えを提起した。
第１審は，問題の写真について，GS Media社
のリンクの提供前に，オーストラリアのウェブ
サイトによって公表されているから，リンクの
提供によって，写真の著作権を侵害していない
と判断した。控訴審は，反対に，オーストラリ
アのウェブサイト上に違法に存置された写真を
知らしめる行為は，Sanoma社に対する違法行
為となると判断した。GS Media社は，上記
Svensson判決を援用し上告したところ，オラン
ダ最高裁は，次の先決問題をCJEUに付託した。

（2）先決問題
オランダ最高裁が判断を委ねた先決問題は，

次の各点である（判決24項）。「1．a）著作権者
以外の者が，その運営するウェブサイトにリン
クを設置し，著作物が著作権者の許諾なく公衆
に利用可能とされているインターネットユーザ
全体がアクセスできる第三者の運営する他のウ
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ェブサイトへ誘導する行為が，情報社会指令３
条１項の『公衆伝達』と解釈されるかどうか。b）
著作物が，別の方法で著作権者の同意により公
衆に利用可能とされていなかったことは，前記
の先決問題の結論に影響するか。c）リンクを
設置した者が，先決問題１．a）で問題となっ
た第三者のウェブサイト上に著作物を設置する
ことに，著作権者が許諾していなかったことを
知りまたは知るべきであったこと，場合によっ
ては，著作物が著作権者の同意を得て公衆に伝
達されていなかったことを知りまたは知るべき
であったことは，関係するか。２．１．の先決
問題が否定されるならば，a）ユーザが容易な
方法でないにしても，リンクによって示される
ウェブサイト，ゆえに，著作物に対しアクセス
でき，その結果，リンクを設置する事が著作物
の発見をより容易にする場合に，公衆伝達とで
あるかまたは公衆伝達となりうるか。b）ユー
ザが，リンクによって示されるウェブサイトを
容易に発見できることとリンクを設置した者が
知りまたは知り得べきであったことは，影響す
るか。３．リンクにより，著作権者の許諾を得
た上で公衆に伝達されていなかった著作物への
アクセスが提供されたかどうかは，公衆伝達が
存在するかどうかに回答するにあたって，考慮
すべきか」。
前掲Svensson判決では，著作権者の許諾の

もとにアクセス可能となった著作物へのリンク
を張る行為が問題となっていたため，著作物が
著作権者の許諾なくアクセス可能となった著作
物にリンクを張る場合も公衆伝達でないと考え
られるかが明確ではなく，この点が本件の焦点
である（判決43項）。

（3）判決要旨
CJEUの結論は，次のとおりである。「情報社

会指令３条１項は，次のように解釈されなけれ
ばならない。すなわち，著作権者の許諾なく他

のウェブサイト上自由に利用可能とされた保護
される著作物へ誘導するハイパーリンクを張る
行為が，情報社会指令３条１項にいう公衆伝達
を構成するかどうかを決定するためには，これ
らのリンクが他のウェブサイト上の著作物が違
法に公開されたことを知らなかったか合理的に
知り得なかった者によって，営利目的なく提供
されたかどうか，または，反対に，当該リンク
が，このことを知っていたと推定されうる状況
で，営利目的で提供されたかどうかが，明らか
にされなければならない」（判決末尾）。
上記結論の理由は，概略，以下のとおりであ

る（判決30項～46項）。まず，判決は，公衆伝
達の概念は，広く解釈されなければならないと
判断したSvensson判決を踏襲する。その上で，
一方において，著作権者および著作隣接権者の
利益は，欧州の基本的人権憲章17条２項で保護
されていること，他方において，保護される目
的物の使用者の基本的人権と利益の保護，特に
表現と情報の自由もまた同憲章11条および一般
的利益によって保護されていることを指摘し，
情報社会指令によるハーモナイゼーションは，
電子環境における両者の均衡の維持を指向して
いると述べる。
公衆伝達の概念について，「伝達行為」と「公

衆」の重畳的な２要素からなると判断した点は，
前掲Svensson判決と同様である。ただし，裁
判所は，本判決において，公衆伝達概念は，個
別的評価を前提とすると判断する。そして，そ
のためには，いくつかの補充的基準を考慮する
ことが必要であるとする。裁判所が補充的基準
として掲げる事項は，次のとおりである。①ユ
ーザの果たす役割とその行為の性質。つまり，
ユーザが，その行為の結果を十分に知って，保
護された著作物へのアクセスをその顧客に提供
したとき，したがって，特に，この行為がなけ
れば，顧客は配信された著作物を享受できなか
ったときに，ユーザは伝達行為をしている。②
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公衆は，不特定数の潜在的名宛人で多数者であ
ることが前提である。加えて，公衆は，新しい
公衆かどうか，つまり，著作権者が著作物の公
衆伝達を当初許諾したときに，著作権者によっ
て考慮されていた公衆かどうかを考慮するのが
これまでの判例である。さらに，③公衆伝達の
営利目的という性格も，情報社会指令３条１項
該当性判断に無関係というわけではない。裁判
所は，著作権者の許諾なく他のウェブサイトに
自由に処分可能とされた，保護される著作物へ
のリンクを設置する行為が，情報社会指令３条
１項の公衆伝達を構成するかどうかを評価する
について，特に本件のような状況において，こ
れらの基準を参照すべきであると判断する。

3 ．	�日本における公衆送信概念と欧州
における公衆伝達概念

以上のように，CJEU判決によれば，著作物
にリンクを張る行為であっても，状況によって
公衆伝達に該当する場合としない場合がある。
他方，日本では，著作物にリンクを張る行為は，
公衆送信ないし公の伝達などの支分権の目的と
なる行為に該当しない。日本における公衆送信
権と欧州における公衆伝達権は，いずれもイン
ターネット上における著作物の流通に対して著
作権者に排他的権利を与えるものでありなが
ら，似て非なる概念といえそうである。

3．1　日本における公衆送信概念15）

日本における公衆送信権は，平成９年改正法
により支分権の一つとして認められた権利であ
る。著作権法２条１項７号の２は，公衆送信を
次のように定義する。「公衆によって直接受信
されることを目的として無線通信又は有線電気
通信の送信（中略）を行うことをいう」。これは，
放送（同条項８号），有線放送（同条項９号の２），
自動公衆送信（同条項９号の４）を包括する概
念である。自動公衆送信は，「公衆送信のうち，

公衆からの求めに応じ自動的に行うもの（放送
又は有線放送に該当するものを除く。）をいう」。
簡単にいえば，オンデマンドの公衆送信が自動
公衆送信であり，そうでない公衆送信が放送・
有線放送である。また，送信可能化は，著作物
をネットワーク上にアップロードする行為であ
る（２条１項９号の５）。そのほかに，日本では，
公衆送信された著作物を公に伝達する権利を支
分権の一つとして規定している（23条２項）16）。
日本の著作権法は，「送信」そのものを定義

していない17）。しかし，送信は，信号を流す行
為を前提としていると考えられる。放送であれ
ば，かつてはアナログ信号，現在ではデジタル
信号が送信されている。自動公衆送信ならば，
デジタル信号が送信されている。インターネッ
トでは，送信される信号をユーザのコンピュー
タ上のブラウザが処理し，ウェブサイトが表示
される。その信号が著作物を示す信号であると
きに，著作権法上の自動公衆送信行為になると
捉えられる。公衆の求めに応じて送信され，公
衆によって信号として受信されるまでは自動公
衆送信であり，その先で視聴させる行為は公衆
伝達となる。
リンクを張る行為は，公衆の求めに応じて信
号を送信してはいるが，送信している信号が著
作物を示す信号ではなく，著作物の所在を示す
場所の信号にすぎないから，自動公衆送信行為
には該当しないと考えられる。

3．2　欧州における公衆伝達概念18）

すでに述べたとおり，情報社会指令は，公衆
伝達概念を定義していない。ただし，前文に公
衆伝達概念を理解するための手がかりがある。
まず，前文23項は，公衆伝達権は，伝達の由
来する場所において行われるもの以外の全ての
伝達を含むよう，広い意味に解釈されなければ
ならないこと，放送を含む無線または有線の公
衆への著作物の伝送または再伝送を含むことを
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定める。つまり，公衆伝達には，上演・演奏は
含まれないが，放送は含まれる。また，前文24
項は，利用可能にする権利について，その由来
する場所において行われるもの以外（つまり，
上演・演奏以外）の全ての利用可能とする行為
を含むと定められている。さらに，前文25項は，
情報社会指令によって認められる権利者は，オ
ンデマンドのインタラクティブ伝送の方法によ
り著作物または他の保護される目的物を公衆に
利用可能とする排他的権利を有すると定め，さ
らに，この伝送は，各自が個人的に選択する場
所および時間において，アクセスできるという
事実によって特徴づけられると定める19），20）。
前文から考察すると，アクセスできることが
重要であり，必ずしも信号の送信ないし伝送の
対象が，著作物を示す信号である必要はないの
ではないかと考えられる。著作物を示す信号と
して送信することはもちろん，それ以外でも公
衆が著作物にアクセスできれば，利用を可能と
していることになり，公衆伝達権が及ぶと考え
られているようである21）。
公衆伝達権ないし公衆に利用可能とする権利
の内容が明確でないのは，WIPO著作権条約制
定の際，アンブレラ・ソリューションと称する
解決方法が採用されたことに由来する。アンブ
レラ・ソリューションは，インタラクティブ送
信に排他的権利を付与するにしても，どのよう
な権利で対応するかについて，各国の一致を見
ないことから，公衆への利用可能化という権利
を定め，同権利の法的な性格づけはされず，各
国に委ねるという解決方法である22）。
ちなみに，フランスの場合，フランス革命直

後の1791年１月13日および19日法により，上
演・演奏権23）（droit de représentation）が導入
されて以来，現在に至るまで200年以上，その
適用領域を広げて対応してきた。上演・演奏権
は，公衆に対する著作物のあらゆる伝達に関係
し，その伝達は，伝達される場所で演じられる

直接的なものも，技術的手段を利用する間接的
なものも含む。間接的な伝達には，日本法の概
念である公衆送信，公の伝達にあたる行為を含
み，インターネットの送信も含む。つまり，公
衆伝達権ないし公衆へ利用可能とする権利は，
上演・演奏権の一態様となる。ここで，著作物
が伝達されることとは，他人に知らしめること
とされている24）。したがって，リンクを張る行
為についても，上演・演奏権の一態様としての
公衆伝達権ないし公衆へ利用可能とする権利が
及ぶように考えられるが，学説は必ずしも明確
とはいえない25）。GS Media事件判決に対して
は，総じて批判的である。その主な理由は，公
衆伝達行為該当性の評価に主観的判断基準とい
う本来であれば考慮されるべきでない要素を導
入したことにある。しかし，違法コンテンツへ
のリンクを取締る別の方策を打ち出すには至っ
ていない26）。

4 ．	リーチサイトへの対応

CJEUの判断では，違法コンテンツにリンク
を張る行為は，排他的権利の対象となる公衆伝
達行為に該当しうる。これに対し，日本では，
排他的権利の対象となる行為に該当しないこと
を前提として，法的に対処が可能かという形で
議論されている。したがって，この点で，欧州
における議論と日本における議論とは，問題提
起の仕方が異なる。しかし，欧州の議論は，日
本において，リンクを張る行為に対する取締り
の基準を見いだす上で，参考としうる。

4．1　表現の自由との関係

リーチサイト問題に対する対応や新たな立法
措置を検討するにあたって，言論・表現活動の
自由とのバランスに留意すべきとの指摘がなさ
れている27）。確かに，インターネットは，表現
活動の基盤であり，リンクは，インターネット
上で円滑かつ効果的な情報交換に貢献するもの
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であるから，自由なリンクは表現の自由の保障
の一端を形成していると考えられる。前掲GS 
Media事件においても，CJEU判決は，表現お
よび情報の自由におけるリンクの重要性を指摘
している。
しかし，たとえ，リンクが表現の自由の保障
の前提となる情報交換のために重要であるとし
ても，リーチサイトへの対応を検討するにあた
って，表現の自由の保障（憲法21条）を理由に，
謙抑的な姿勢で臨むことは，決して妥当とは言
い難い。表現の自由といえど，絶対的自由が保
障されるわけではなく，公共の福祉のための制
約を受けることは当然である（憲法12条，13条）。
リーチサイトは，ユーザを侵害コンテンツに誘
導することによって，著作権侵害を助長する恐
れがあることから，まさしく，公共の福祉のた
めの制約を受ける一場面であると言って差し支
えない。著作権侵害を助長する行為を正当化す
るために，表現の自由を盾とすることは，自由
として守られるべき領域を逸脱している28）。
問題となりうるのは，リンク先のコンテンツ
ないしストレージサイトが，正規に著作権者の
許諾を得て公開されたものか，無断で公開され
たものかが，リンクを張る者にとって，必ずし
も明確でないという点である。公共の福祉を理
由とする表現の自由の制約として，リーチサイ
トの取締りが認められるとしても，一般に行わ
れるリンクを張る行為にまで取締りが及ぶよう
なことになれば，公共の福祉による制約の範囲
を逸脱する。
そこで，リーチサイトを取締るための要件を
明確に定め，それが過度に広汎な制約にならな
いかどうかに留意し，合法に行われたリンクに
取締りが及ばないよう境界を明確にすることが
肝要である。

4．2　立法対応29）

現在，有力に提唱されているのが，みなし侵

害規定の整備である30）。みなし侵害規定（著作
権法113条）は，本来ならば著作権の侵害行為
に該当しない行為であっても，著作権侵害とみ
なされる行為態様を定める。リーチサイトにつ
いても，みなし侵害の一態様として取締る規定
を新設する方向での議論が進められ，その方向
性については概ね賛同を得ているように考えら
れる。問題は，どのような行為を取締りの対象
とするかである。

GS Media事件では，営利目的のない者が，
当該著作物について著作者の許諾なくインター
ネット上に公開されたことを知らなかったかま
たは合理的に知り得なかった状況で行ったので
あれば，公衆伝達権の侵害でないと判断された。

（1）客観的行為態様
日本におけるこれまでの議論では，問題とな

る客観的行為態様として，次の２つが挙げられ
ている31）。①侵害コンテンツのリンク情報をウ
ェブサイトに掲載またはアプリを介して提供す
る行為（リンク提供行為），②当該リンクを多
数掲載したウェブサイトを運営する行為（ウェ
ブサイト運営行為）である。これら客観的行為
態様に加え，営利性，大量性，業として（継続
性）の観点から一定の限定をする案もある。そ
のほか，リンク先のコンテンツがどのようなコ
ンテンツであるか（たとえば，市販されている
著作物であるなど元来の著作物の有償性，著作
物のデッドコピーであること，原作のまま利用
する行為であること）を問題とする案もある。
リンクを張ろうとする個人にとっては，リン

ク先の著作物が著作権法により保護される著作
物に該当するのかどうか，さらに，著作権法に
より保護される著作物に該当するとして，その
著作物が著作権者の許諾の上でインターネット
上にアップされているのかどうかが必ずしも明
確であるとはいえない32）。したがって，リンク
提供行為を取締ることは，表現の自由の保障と
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いう観点からは，より厳しい制約になるのでは
ないかと考えられる。他方，権利者にリンク提
供行為を行った者の特定を強いるならば，リン
クごとに発信者情報開示請求が必要となり，実
効性に欠け，権利行使は困難である。実効性の
乏しさと表現の自由に対する制約となる危険が
高いことを考慮すると，リンク提供行為自体を
取締りの対象とすることはやや実益に欠けるよ
うに思われる。
これに対し，ウェブサイト運営行為は，個別
のリンクを提供する行為よりも，より悪質性が
高い上，ウェブサイト運営者を特定する方が
個々のリンク提供者を特定するよりも簡明であ
り，そのようなウェブサイトを運営する行為に
対し取締りを行ったほうが，実効性が高い。た
だし，ウェブサイト内に適法なリンクも存在す
る場合には，やはり表現の自由の制約になって
しまうのではないかという疑問も生じる。その
ため，違法コンテンツへのリンクの大量性は考
慮せざるを得ないと考える。
その他の要素のうち，著作物の有償性につい
ては，著作物が有償かどうかで著作物の価値や
著作権侵害の成否が変わるわけではないし，た
とえば，著作物を無償で公開する行為も，いず
れは利益に繋がることを期待して広告の意味で
されている場合も多いと考えられるから，敢え
て要件とする必要はないと考える。また，著作
物のデッドコピーを原作のまま利用しているか
どうかという要件についても，容易に潜脱が可
能となり得，敢えて付加する必要もないのでは
ないかと考える。継続性も敢えて問題とする必
要はないと考える。

（2）主観的要素
加えて，主観的要素で対象者を絞り込む議論
がある。たとえば，①違法コンテンツであるこ
との情を知って，という要件を付け加える案，
②営利目的を要件とする案，③コンテンツ拡散

を助長する目的を要件とする案がある。
リンクを張る行為自体は合法であり，違法コ

ンテンツやストレージサイトに対してリンクを
張るのでなければ，著作権侵害を幇助するおそ
れはない。したがって，すくなくとも情を知っ
ていたまたは合理的に知り得たことは要件とせ
ざるを得ないのではないかと考える。この立証
は困難なようにも思われるが，警告を発しても
ウェブサイトが閉鎖されなかったり，アプリの
提供が続けられているような場合には，情を知
ったと考えてよいものと考えられる33）。 　

GS Media事件では，営利目的を要件とする
ことに対して，排他的権利の対象である公衆伝
達権の侵害を検討するにあたって，営利目的は
考慮すべきでないと批判する見解がある34）。日
本においてみなし侵害規定を導入する場合，営
利目的を要件としても理論的には問題はない
が，敢えて要件とする意義も見いだし難いよう
に思われる。

4．3　その他の手段

リーチサイトに対する著作権法外での対策と
して，リーチサイトの主な収入源である広告を
停止し，広告収入を絶つ案，侵害サイトを消費
者が閲覧しようとする場合に，閲覧を仲介する
インターネットサービスプロバイダー等がその
アクセスを遮断するサイトブロッキングを導入
する案，プラットフォーマーと協力の上で検索
結果非表示の措置を導入する案，正規版の流通
を促進する案，知財教育の充実を図る案などが
提唱されている35）。
たとえば，リーチサイトが海外に設置された

サーバーから発信されているような場合，日本
の司法制度の枠内での取締りは極めて困難であ
る。このような場合，サイトブロッキングや検
索結果の非表示措置の導入も検討する余地があ
る36）。これらの方策を採用したからといって，
著作権法上の対策が不要になるというものでは
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なく，著作権法上の対策は別個に検討されなけ
ればならない。

5 ．	おわりに

以上のとおり，本稿では，まず，リーチサイ
トの概要と取締りが困難となっている要因を述
べたが，欧州も日本も，このような違法コンテ
ンツへのリンクを取締りの対象とすべきという
価値判断は一致している。欧州では，公衆伝達
権の直接侵害と扱うようであるが37），この理論
構成を日本の著作権法の枠組で採用することは
困難と思われる。みなし侵害規定を導入するに
しても，問題は，その要件の明確化であり，こ
れは今後の更なる議論に委ねられている。
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 31） 前掲注30）
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サブライセンスされていればよりわかりにくい
ことや，リンク作成後に状況が変化することが
指摘されている。

 33） 知財高裁平成24年２月14日判決判時2161号86頁

（チュッパチャプス事件）は，商標権違反の指摘
を受けたときに商標権侵害の事実を知ったと認
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 34） 前掲注26）Frédéric Pollaud -Dulian « Hyper-
liens et droit d’auteur, l’imagination de la Cour 
de justice de l’Union européenne…à l’œuvre » 
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 35） 前掲注６）次世代知財システム検討委員会報告
書　41頁以下

 36） 筆者は，10年程前，マイクロソフトワードの仏
語版の入手を試み，Googleフランスのウェブサ
イトで，「ワード，無料」というキーワードで検
索したことがある。その際，検索結果表示画面
では，ソフトウェアをダウンロードすることが
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授）の講演によれば，フランス・EUにおいて直
接侵害と間接侵害との区別はされていないとい
うことであった。

URL参照日は全て2017年５月14日である。
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